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1. 本研究の背景と目的 

近年、環境意識の高まりから排出される廃棄物量の減

少やリサイクルの促進、焼却の効率化など環境への負荷

を低減させる取り組みがなされている。物が消費され排

出から焼却や埋め立てによる最終処分または再資源化へ

の流れを体の血液の流れに例えて静脈物流と言い、その

効率化が低炭素社会や循環型社会の構築へ向け注目され

ている。 

今後日本全体で人口減少や地域経済の低迷による廃棄

物量の減少が予想されている。それは北海道も例外では

なく、広域分散社会のなかで厳しい条件のもと廃棄物の

処理も行わなくてはならない。 

現在多くの廃棄物処理場が稼働しており、今後維持管

理費だけでなく耐用年数を迎えた施設の更新費も多くか

かってくる。北海道だけでも産業廃棄物処理場の数はお

よそ 1350 カ所あり、将来も果たしてそれだけの数が必

要なのか考慮しなければならない。また廃棄物の最終処

分場の埋立残余年数には限りがあり、現在の廃棄物処理

のシステムを変え、稼働率や処理能力の向上を目指し、

効率的に処理していく必要がある。 

 一方、通常の物流においても片荷輸送の課題は、厳し

い経営状況の運送業界にとって重要なものとなっている。

そこで本研究は廃棄物の広域処理化を提案する。人口減

少が進む北海道で処理場を集約化するためには、広大な

土地を有効に活用しつつ広域的に処理していく必要が生

じてくる。 

 そこで本研究は、通常の物流と廃棄物輸送を組み合わ

せることでそれぞれの課題を補い、廃棄物輸送の広域処

理による静脈物流も含めた物流システムの効率化の可能

性を明らかにする。 

 

2. 産業廃棄物の広域処理の意義 

2.1 産業廃棄物処理の流れ 

本研究では産業廃棄物を対象とする。産業廃棄物とは

「事業活動に伴って生じた廃棄物であって廃棄物処理法

で規定された 20 種類の廃棄物」のことであり、排出事

業者に処理責任がある。産業廃棄物の処理の流れを図-1

に示す。 

産業廃棄物の効率的な処理が行われているかどうかを

判断する基準としては、中間処理により減量化量を増や

して残渣量を減らす、または廃棄物の再生利用量を増や

して最終処分量を減らすといったことが考えられる。こ

こで中間処理とは破砕、焼却、脱水、中和を行うプロセ

スのことであり、最終処分とは遮断型、安定型、管理型

と分かれ埋立や海洋処分を行うプロセスのことである。 

 

図-1 産業廃棄物処理フロー 

 

2.2 北海道の産業廃棄物処理の現状 

図-2に北海道内の産業廃棄物排出量の内訳を示す。

日本全体で排出される産業廃棄物のうち、汚泥の排出量

が最も多いが、北海道の産業廃棄物排出の特徴として、

酪農など農林漁業が盛んなため総排出量およそ 4千万ト

ンのうち 56%が動物のふん尿が占めている。この廃棄

物は直接再生利用という形により排出域内にて肥料にな

るなどほぼ全量が再利用される体制が出来上がっている

ため、本研究の対象から除外した。汚泥も焼却の中間処

理により排出量の大半が失われるため対象から除外した。 

 

図-2 種類別産業廃棄物排出量の割合 

 

 次に中間処理場や最終処分場の立地状況について把握

した。現在北海道にはがれき類の中間処理を行う施設は

125 市町村にあるが、札幌市や旭川市、函館市といった

北海道の中心都市には施設がなく、近隣での処理が行わ

れていると考えられる(図-3)。 
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図-3 中間処理場の立地状況 

 

埋立最終処分される場所は 78 市町村にあり、図-4 に

その立地状況を示す。排出されたがれきは破砕の中間処

理により減容化したのちに、埋立ての最終処分が行われ

る。 

 

図-4 最終処分場の立地状況 

 

2.3 広域処理のメリットとデメリット 

 本研究での産業廃棄物の広域処理体制とは、現在各市

町村や近隣で行われている処理体制を変え、全道規模の

中間処理施設を作り、そこで各市町村から排出される産

業廃棄物を集約して処理する体制に変えるものとする。 

産業廃棄物の広域処理のメリットとして、大規模施設

による効率的な処理、建設費や維持管理費などコスト削

減、安定した廃棄物の確保による処理場稼働率の向上な

どが挙げられる。ただし一方ではデメリットとして、移

動距離やそれに伴う運搬コストの増加、一極集中による

交通量の増加などがある。 

 廃棄物のコストには処理そのもののコストよりも運搬

コストが大きな割合を占めており、削減するためには広

域処理は逆効果となる。しかし今後の人口減少などによ

る産業廃棄物量の減少から、現在の処理場の数が維持さ

れるのかを判断しなければならない。また、貨物輸送な

ど物流面との連携により、デメリットの吸収をすること

で新たな交通ネットワークの構築ができる。 

今後このように変化していく状況のなかで、産業廃棄

物処理について、より効率的な処理を目指し広域化をす

ることで、廃棄物輸送だけでなく多くの連携を生み出す

ことに意義があると考えられる。 

3. 産業廃棄物の広域処理体制の分析 

3.1 分析対象 

本研究は排出元である北海道内の各市から排出される

産業廃棄物の処理に至るまでの流れを分析対象とする。

本研究における広域処理拠点とは中間処理を大規模に行

う拠点のことであり、その立地場所は苫小牧市を想定し

ている。苫小牧市は工業都市として栄え、港を中心とし

た北海道内外の物流の拠点となっている場所である。北

海道外からの多くの貨物は苫小牧を出発し、北海道各地

へ運ばれており、片荷輸送の課題を有していることから、

産業廃棄物輸送との組み合わせの可能性があると考える。 

本研究で対象とする品目は、産業廃棄物のなかでも建

設業から排出される、建設廃棄物の大半を占めるがれき

類とする(表-1)。図-5 に建設廃棄物の品目別割合を占め

す。がれき類は破砕の中間処理を行い、埋立ての最終処

分を行うという、処理の流れを比較的容易に捉えやすい

ため対象とした。 

表-1 建設廃棄物の品目と内訳 

 

 

 

図-5 建設廃棄物排出量の品目別割合 

 

3.2 分析の流れ 

図-6 の分析の流れを示す。それぞれの体制時におけ

る廃棄物排出量 OD 推計を行い、経路探索モデルを用い

て道路ネットワーク上に配分、指標を用いて評価を行う。

そして通常の物流との組み合わせによる、物流システム

の効率化に関する考察を行い、廃棄物広域処理の可能性

を検討する。 

 

図-6 分析の流れ 

品目 内訳

がれき類
工作物の新築、改築、除去に伴って生じたコンクリートの破片、
その他これに類する不要物、コンクリート破片、
アスファルト・コンクリート破片、レンガ破片

廃プラスチック類
廃発泡スチロール等梱包材、廃ビニール、合成ゴムくず、
廃タイヤ、廃シート類、廃塩化ビニル管、廃塩化ビニル継手

ゴムくず 天然ゴムくず
金属くず 鉄骨鉄筋くず、金属加工くず、足場パイプ、保安塀くず
ガラスくず、
コンクリートくず及び陶磁器くず

ガラスくず、コンクリートくず、タイル衛生陶磁器くず、
耐火レンガくず(廃石膏ボードを除く)
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4. 産業廃棄物の排出量 OD表の作成 

4.1 排出量 OD表の概要 

 本研究では建設系産業廃棄物のがれき類がどの市でど

れだけ排出され処理されていくのか、を分析するために

OD 表(以下、排出量 OD 表)を作成する。北海道内の各

市で排出されたがれき類の輸送状況について単位をトン

にして表す。 

 産業廃棄物の既存処理体制と広域処理体制の 2つの排

出量 OD 表を図-7 に示すような概略図のように作成す

る。起点は北海道内全 35 市として、終点は中間処理場

とする。中間処理場は既存処理体制と広域処理体制では

立地場所が異なる。また本研究では道路ネットワークの

評価を主とするために、輸送手段はトラックのみとする。 

 

図-7 排出量 OD表の概念図 

 

4.2 がれき類の排出量算出 

北海道内の各市における平成 24 年度の土木費を用い

て、建設系産業廃棄物のがれき類の総排出量を算出した。

土木費は北海道各市の決算カード 1)を使用し、次式(1)の

ようにがれき類の排出量の按分を行った。その結果を以

下の表-2 に示す。札幌都市圏や各地方都市からの排出

量が多くなっている。 

𝐸𝑛 = 𝐸𝑎𝑙𝑙 ×
𝐶𝑛

𝐶𝑎𝑙𝑙
 (1) 

𝐸𝑛 ： 各市の排出量 𝐸𝑎𝑙𝑙： 北海道内の総排出量 

𝐶𝑛 ： 各市の土木費 𝐶𝑎𝑙𝑙： 北海道内の総土木費 

 

表-2 各市におけるがれきの排出量 

 

 

4.3 排出量 OD表の作成 

産業廃棄物の輸送は通常の物流のように起点と終点が

明確になっていない。そこで排出元すなわち出発地を各

市役所と仮定し、到着地は各処理場として排出量 OD 表

の作成を行う。 

排出量 OD 表を作成する段階で以下のようにそれぞれ

前提条件を設定し、それぞれのネットワーク図を作成す

る。これらのネットワーク図に従い、両体制における排

出量 OD表をそれぞれ完成させる。 

中間処理場では実際に再利用施設を兼ねていることが

多いため、中間処理を行われた後にリサイクル率を設定

することにより、最終処分量とリサイクル量の 2つを導

くことができる。 

 

(1) 既存処理体制(図-8)： 

排出元である各市から最も近い中間処理場で処理を行

う。ここで各市の合計中間処理容量を排出量が超えてし

まわないように注意し、超えている場合は近隣の市に振

り分ける。 

 

図-8 既存処理体制のネットワーク 

 

(2) 広域処理体制(図-9)： 

各市から大規模処理施設へ運ぶと想定し、苫小牧市へ

運び処理を行う。 

 

図-9 広域処理体制のネットワーク 

 

Link-ci ：排出元から中間処理場までのリンク 

Link-if ：中間処理場から最終処分場までのリンク 

Link-cf ：排出元から中間処理場までのリンク 

O         D
既存の処理場または
広域処理拠点

北
海
道
内

　
全
3
5
市
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5. 広域処理体制における物流システムの評価 

5.1 道路ネットワークへの配分 

 図-10 に本研究で使用する道路ネットワークを示す。

対象ネットワークは高速道路、高規格道路、一般国道、

道道とする。排出量 OD 表を作成し最短経路探索法を用

いて道路ネットワーク上へ配分を行う。その結果を用い

て物流システムの評価を行っていく。 

 

図-10 対象ネットワーク 

 

5.2 総輸送時間 

表-3 に既存処理体制と広域処理体制の輸送時間につ

いて示す。トラックはがれき類の運搬で一般的に用いら

れている 8.5t トラックを想定し、各市からの排出量を

8.5 で除したものを輸送に用いるトラック台数とした。

総輸送時間は各市から処理場までの輸送時間に、各市で

必要なトラック台数を掛け合わせることで導いた。 

苫小牧市に産業廃棄物の広域処理拠点をつくることで、

輸送時間や総輸送時間が大幅に伸びた。それに伴い輸送

コストが増大していくというデメリットが生まれる。そ

の一方で広域処理化の大きなメリットである維持管理費、

建設費の削減を含めることで全体のコストでは抑えられ

ることが考えられる。そして、輸送時間の短縮効果とし

て、主に北見市や根室市など遠方から運ばれる産業廃棄

物輸送に高規格幹線道路の整備が有効である。 

表-3 産業廃棄物の輸送時間 

 

 

5.3 片荷輸送の解消 

 表-4 に貨物地域流動調査 2)より主要都市間の貨物輸送

量の差から、片荷輸送についてまとめたものを示す。表

中の正の値が逆方向の輸送量よりも少なく、片荷状態に

なっていることを示す。室蘭には苫小牧港が含まれてお

り、港から道内各地へ運ばれる貨物が多く、逆に各地か

ら室蘭へ運ぶ物がなく空荷の状態になっていると考えら

れる。 

表-4 貨物片荷輸送分析 ※( )はマイナスを示す 

 

 

次に北海道の道路ネットワーク評価に関する既存研究

として、岩舘らによる研究 3)が挙げられる。北海道の食

料供給機能に着目した道路評価を行っており、そのなか

で食料 OD 表を作成している。その食料 OD 表を利用し

農産品の輸送余剰分を貨物輸送余剰分と同様に導いた

(表-5) 。その結果、オホーツクや十勝といった農業が盛

んな地域から各地域へ運ばれた農産品の帰り荷に余剰が

あることが分かった。 

 産業廃棄物輸送に関しても処理場などへ運ばれた後の

荷物がなく空でトラック輸送が行われている。そのため、

行き荷、帰り荷の確保の観点から、貨物や農産品の物流

と産業廃棄物の輸送である静脈物流の連携により物流全

体の片荷輸送の解消に繋がると考えられる。 

 

6. おわりに 

これまで輸送について焦点があてられてこなかった、

産業廃棄物輸送を対象として輸送状況を把握するための

排出量 OD 表を作成し、物流システムに関する考察を行

った。そして広域処理拠点の可能性を探ることができた。 

 今後再利用品の需要も考慮することで再利用品の流れ

も含めたより詳細な物流ネットワークを考えることがで

きる。大規模処理施設の導入により、現在の処理よりも

安定した廃棄物量の確保やより効率的な処理が期待でき

る。 
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8.5tトラック[台] 輸送時間[min] 総輸送時間[min*台]
既存処理体制 510 13656
広域処理体制 5003 71992

638

発　　　　着石狩 後志 空知 胆振 日高 渡島 檜山 上川 留萌 宗谷 オホーツク 十勝 釧路 根室 合計
石狩 56,300 93,642 20,117 1,221 (4,425) (313) 38,853 1,422 (392) 63,763 61,415 2,948 1,916 336,467
後志 (56,300) 8,264 (5,744) (848) (5,175) (242) 4,397 168 (252) 6,730 5,648 (2,175) (965) (46,494)
空知 (93,642) (8,264) (11,213) (941) (10,423) (310) 3,003 87 (281) 5,959 949 (5,233) (2,569) (122,878)
胆振 (20,117) 5,744 11,213 (128) (2,855) (127) 5,694 185 (92) 10,045 8,282 (645) (236) 16,963
日高 (1,221) 848 941 128 (354) (15) 705 14 4 1,504 1,022 (37) (8) 3,531
渡島 4,425 5,175 10,423 2,855 354 10,100 (356) (42) (55) 12,465 1,133 285 158 46,920
檜山 313 242 310 127 15 (10,100) (249) (12) (24) 427 111 28 15 (8,797)
上川 (38,853) (4,397) (3,003) (5,694) (705) 356 249 (3,806) (17,228) 9,923 11,230 (2,645) (773) (55,346)
留萌 (1,422) (168) (87) (185) (14) 42 12 (440) 865 576 (118) (21) 2,846
宗谷 392 252 281 92 (4) 55 24 17,228 440 1,783 1,417 145 135 22,240
オホーツク (63,763) (6,730) (5,959) (10,045) (1,504) (12,465) (427) (9,923) (865) (1,783) 18,770 (44,521) (20,495) (159,710)
十勝 (61,415) (5,648) (949) (8,282) (1,022) (1,133) (111) (11,230) (576) (1,417) (18,770) (19,423) (8,443) (138,419)
釧路 (2,948) 2,175 5,233 645 37 (285) (28) 2,645 118 (145) 44,521 19,423 8,250 79,641
根室 (1,916) 965 2,569 236 8 (158) (15) 773 21 (135) 20,495 8,443 (8,250) 23,036
合計 (336,467) 46,494 122,878 (16,963) (3,531) (46,920) 8,797 55,346 (2,846) (22,240) 159,710 138,419 (79,641) (23,036)

表-5 地域振興局間の農産品の片荷輸送分析 ※( )はマイナスを示す 
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